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　児童虐待相談の対応件数は，年々増加していること
が報告されている（厚生労働省，2018）。また，大日
向（2007）は，虐待にもつながりうる不適切な養育行
動をする親が増加していることを指摘している。そし
て，親が子どもに対して不適切な養育行動を多く用い
た場合には，子どもの攻撃的な行動が多いことも示さ
れている（三鈷，2009）。そのため，潜在的な虐待や，
それに起因する子どもの不適応行動を減少させるため
には，不適切な養育行動を獲得，維持させている要因
を明らかにし，子どもへの適切な養育行動を促す必要
があると考えられる。
　この適切な養育行動の獲得を目指した具体的な方略
の 1つとして，認知行動療法的観点を用いたペアレン
トトレーニング（Parent Training；以下，PT）による
効果が示されている（たとえば，免田他，1995）。PT
とは，養育に困難を感じている親を対象に，主体的に
子どもの行動をアセスメントし適切な介入ができるよ

うになることを目的として実施されており，その効果
は親子双方の側面から報告されている（原口・上野・
丹治・野呂，2013）。さらに，宇田川・野中・嶋田
（2015）では，PTの実施が各効果指標に及ぼす影響に
関してメタ分析を行ったところ，親の適切な養育行動
の遂行や子どもの行動の改善において大きな効果量が
得られたことが示されている。このように，認知行動
療法的観点から適切な養育行動の獲得を目指す際に
は，養育行動の「形態」のみに着目するというよりは，
養育行動の結果である子どもの適応行動の増減に着目
する「機能的側面」に焦点を当てて，親子の良循環的
な相互作用を重視する必要があると考えられる。
　しかしながら，PTの有効性が示されている一方で，
PTを実施したものの，生活において親の関わりの変
化が子どもの適応行動の増加に必ずしも機能しない場
合があることも報告されており（井澗・上林，2011），
PTの効果は必ずしも一貫していないことが考えられ
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る。
　このようなPTの効果が一貫していない背景として，
親子双方の個人差によって，PTの訓練場面において
獲得したはずのスキルが，実際の生活の中の子育てで
は遂行できていない場合があると予測される。PTの
効果を左右する親側の個人差としては，PTの直接的
な目的としている親側の養育行動のレパートリーの獲
得の程度を基盤として，間接的にそれに影響するとさ
れる「育児ストレス」や「行動変容の知識」，「育児エ
フィカシー」，「育児ソーシャル・サポート」などがあ
ることが多くの研究から示唆されている（たとえば，
足達・温泉・曳野・武田・山上，2000；日下部・坂野，
2001）。
　一方，PTの効果を左右する個人差としては親側の
特徴だけではなく，子ども側の特徴も含まれると考え
ら れ る。Brookman-frazee, Stahmer, Baker-Ericzen, & 
Tsai（2006）は，子どもの障害種別によって，PTの
プログラムの内容を変更する必要性があることを報告
している。また，子どもの発達段階の状況を踏まえる
と，PTの効果は，行動のレパートリーの拡充や子ど
も自身の価値観の表出などによっても左右されると考
えられることから，PTを実施する際には，当然のこ
とながら，子ども側の特徴も考慮する必要があると考
えられる。
　以上の観点から，PTの介入効果をさらに高めるた
めには，親側のみではなく，子ども側の要因も含めた
親子双方の認知行動的特徴のアセスメントを丁寧に行
い，それらのアセスメントに応じた介入内容を選択し
て実践することが必要であると考えられる。
　しかしながら，これまでの研究においては，このよ
うな親子双方の状態像の記述に相当する具体的な変
数，およびそれらのアセスメントを踏まえた介入方法
に関する理論的検討は十分に行われているとは言いが
たい。
　そこで本論考では，PTの介入効果を高めるために，
親子双方の状態像を適切に記述する認知行動的変数を
整理し，その変数のアセスメントに応じた介入方法を
検討することを目的とする。

方　　法

対象論文
　国立情報学研究所 NII論文情報ナビゲータ（以下，
CiNii）を使用し，「ペアレントトレーニング」のキー
ワード検索を行った（2019年 6月）。その結果，合計
349編の論文が収集された。収集された論文の発行年
は，2002年から 2018年であった。次に，収集された
349編のうち，（a）査読付学会誌にて公刊された論文
である，（b）「支援者が親に対して具体的な養育技術
に関する知識やスキルを教授し，実際に親が子どもに
対して指導を実施している」という内容が記載されて

いるもの，または記述内容から親が子どもへ指導して
いると判断できる実践論文，（c）幼児から小学生の親
を対象としている，という 3つの基準を満たす論文を
抽出したところ，28編の論文が抽出された。さらに，
ハンドサーチによって分析対象論文において実践され
たペアレントトレーニングに関する参考の文献 1編を
加えた。これらによって，最終的に 29編の論文が分
析に用いられた。
　また，海外で実施されている PTは障害種別に分化
していることを特徴としている（原口他，2013）が，
国内で地域の療育機関や教育相談機関での PT実践を
想定した場合，多様な状態像を呈する親子を対象とし
ていることがはるかに多いため（たとえば，阿部・深
澤，2011），本論考では国内文献のみを分析の対象と
した。

項目の分類
　本論考においては，まず，発行年順に文献リストを
作成することとした（Table1）。ペアレントトレーニ
ングに関する国内の研究を網羅している先行文献（原
口他，2013）に準じて，「子どもの特徴，年齢，人数」
「期間，回数，頻度，時間」「支援形態」「支援者」「支
援者による子どもの指導」「子どもへの効果」「親への
効果」の項目に分類した。

結　　果

親側の特徴
　Table1を概観したところ，全ての研究において，適
切な養育行動の獲得を目指していたが，その際に合わ
せて考慮すべき変数や PTの実施により他にも変容可
能な変数などを含め，PTの効果を左右する親側の具
体的な個人差変数として，8個の変数に集約できると
判断した。そこで，これらの変数を行動，情動，認知
に関するものとして分類を試み，これらの変数別の特
徴を概観した。

1．行動に関連する変数
　養育行動　抽出された論文を概観すると，全ての研
究において行動論的な養育行動に関する教示があった
ことから，適切な養育行動の獲得を目的としていた
が，適切な養育行動の獲得を実際に評定したものはわ
ずか 8編であった。
　たとえば，伊藤（2011）においては，短期間の PT
によっても母親の肯定的な言動が家庭場面でも増えた
ことにより，PTで獲得した肯定的な言動が般化する
可能性を示唆している。また，上野・野呂（2010）に
おいては，ビデオフィードバックの手続きが母親の養
育行動や自閉症児の子どもの行動の変容に効果をもた
らすかどうかを検討することを目的に，介入前に家庭
でのビ デ オ撮影を行ったところ，ベ ースライン期に適



吉田他：ペアレントトレーニングにおける親子の認知行動的特徴に応じたアセスメントと介入方法の検討 171

Table 1-1

ペアレントトレーニングの効果を検討した研究①
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Table 1-2

ペアレントトレーニングの効果を検討した研究②
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Table 1-3

ペアレントトレーニングの効果を検討した研究③
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切な養育行動が 上昇しており，適切な養育行動を遂行
する確立操作の重要性も示唆している。
　以上 2編の知見を踏まえると，PTにおいて獲得さ
れた養育行動は，訓練場面だけではなく家庭などの生
活場面においても維持，般化されることや親が社会的
に望ましいとされる養育行動を理解していることのみ
によっても適切な養育行動を遂行しやすいことが示さ
れた。
　行動変容の知識　行動変容の知識獲得を目的として
いたプログラムが 8編，結果的に知識の向上が認めら
れたものが 7編であった。
　たとえば，津田・田中・高原・橋本（2012）におい
ては，高機能広汎性発達障害（High Functioning 
Pervasive Developmental Disorder；以下，HFPDD）児
の母親に PTを実施したところ，post期に親の行動変
容の知識が向上し，follow-up期においても維持され
ていた。
　一方，神山・澤田・岸（2016）においては，行動変
容の知識は向上しなかったが，講義で提示された子育
ての工夫を参考にして自らの子育ての工夫に結びつけ
たことによって，子どもの標的行動の獲得に至ったと
推察されている。
　以上 2編の知見を踏まえると，一度獲得された行動
変容の知識は維持されやすいことや必ずしも行動変容
の知識が獲得されなくても，親自身にとってやりやす
い養育行動を工夫したことによって子どもの行動に機
能することが示された。
　養育態度　養育態度に関して言及している論文は 2
編であった。
　伊藤・石腑（2018）においては，PT後の方が子ど
もに対する「不満」，「非難」，「厳格」，「干渉」という
養育態度が高くなったことから，PT実施によって子
どもに対する態度への母親自身の気づきが向上したこ
とが示唆されていた。
　一方，久保・岩坂（2013）においては，「不満」お
よび 「非難」という養育態度は，PT終了時に改善を示
すものの，PT終了半年後には元に戻る傾向が 見られ，
特にこれらの項目が 改善しにくい母親は，わが 子に限
らず 物事をネガ ティブ にとらえが ちな様相であること
が示唆された。
　以上 2編の知見を踏まえると，PTの実施によって
自身の養育態度を俯瞰できるようになるような親の状
態像が示されたが，子どもの反応そのものは観察でき
ていても，子どもの反応をネガティブにとらえやすい
親は，養育態度は改善しにくい可能性があることが示
唆された。

2．情動に関連する変数
　育児ストレス　育児ストレスの低減を目的としたプ
ログラムが 20編，結果的に育児ストレスが低減した

プログラムが 17編であった。
　増田・西嶋（2018）においては，親の認知や行動の
変化に関する気づきの発言をカテゴリー化し，「自分
の感情をコントロールして子どもに関わる」ことに
よって，子どもの問題行動に対処できるようになるこ
とを示唆している。
　一方，伊藤（2011）においては，ストレスが増加し
た母親もおり，子どもに期待してしまう傾向の強い母
親であったと報告されている。
　以上 2編の知見を踏まえると，親自身が育児ストレ
スと上手に付き合うことができることによって，子ど
もの行動に対処しやすくなるものの，子どもの反応に
期待してしまうような親は，かえって育児ストレスが
高まることが示された。

3．認知に関連する変数
　育児エフィカシー　育児に対するエフィカシーの向
上を目的としていたプログラムが 8編であった。
　たとえば，奥野他（2014）においては，子どもの特
性や感情を養育者が理解し，わかりやすい指示の出し
方を学び，家庭での工夫を発表し合うことによって，
子どもの問題行動の改善を実感し，それにともなう養
育の自信度に改善がみられたと示唆されている。
　一方，自責感の強い母親のなかには，プログラム後
に自信度が低下した者もいたと報告されている（本
山・松坂・長岡・松尾，2012）。
　以上 2編の知見を踏まえると，親子の機能的な相互
作用を経験することによって育児エフィカシーが高ま
る親の状態像が示されたが，自責感の強い傾向にある
親は育児エフィカシーが向上しにくいことが示され
た。
　育児ソーシャルサポート　サポートに関して言及し
ている論文は 13編であり，プログラムそのものがサ
ポートとして機能したと指摘されているものや，プロ
グラムの中で支援機関等の情報提供をすることによっ
て，育児ストレス低減の効果が認められた可能性があ
ると指摘されている研究もみられた。
　たとえば，神山他（2016）においては，親同士で互
いに意見を出し合う機会を設定していたことによっ
て，ピアサポートの関係が構築され不安が軽減したこ
とによって，子どもの行動特性に応じ た効果的な養育
技術を身につけた可能性があることを示唆している。
この知見を踏まえると，PTの実施によって育児サポー
トが得られると，親子の機能的な相互作用が維持され
ることが示された。
　モニタリング能力　ほとんどの研究にて，セッショ
ンの間に，保護者自身の行動や子どもの行動を観察
し，記録させるようなホームワークを取り入れていた
（25編）。
　たとえば，奥野・荒木田・永井・奥野（2012）にお
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いては，自身の否定的な関わりが子どもに好ましい影
響を与えていないことを認識し，肯定的で前向きな
フィードバックを与えることが可能になったと報告し
ている。
　しかしながら，指導者が作成したチェックリストを
用いた上野・野呂（2012）においては，介入場面で獲
得したスキルを実際の家庭場面で用いることが難しい
ことが問題としてあげられていたことから，参加者に
とって介入で 用いた筆記記録は「報告」としての機能
しか持っていなかったと示唆している。
　以上 2編の知見を踏まえると，親が自身の養育行動
を観察することによって，子どもに機能する養育行動
を理解することができるようになる親の状態像が示さ
れたが，記録の遂行そのものに終始しがちである親
は，親子の行動を記録させたとしても，必ずしも子ど
もに機能する養育行動の遂行にはつながらないことが
示された。
　子どもの行動に対する認識　子どもの行動の変化に
対する認識に言及したプログラムが 2編であった。
　伊藤・石附（2018）においては，母親の養育に対す
る認識が変化したことによって，子どもの標的行動に
対する満足度が向上したと報告されている。また，伊
藤（2011）においては，母親が「声かけを修正したこ
とにより，子どもの行動を変化したことを体験でき
た」と述べていると報告されている。
　以上 2編の知見を踏まえると，子どもの反応が親自
身の強化子として認識できる親は，親子の相互作用が
機能的であることが示された。

子ども側の特徴
1．発達障害特性
　富澤・佐藤・横山（2013）においては，ADHD児
を対象とした PTが HFPDDの併存の場合も有効であ
るかどうかを検討したところ，HFPDD児は他者の心
の動きを理解することが苦手であるために，「計画的
な無視」の手法がわかりにくい可能性を報告してい
る。
　この知見を踏まえると，子どもの発達障害特性に
よっては，PTによって獲得したスキルを遂行しても
子どもへ機能しない場合があることが示された。

2．子どもの認知行動的特徴
　久保・岩坂（2013）においては，PDD児の特性に
応じた PTを実施したが，「厳格」および 「期待」に関
する養育態度が 強い母親を持つ子ど もにおいては，
CBCLで 示される行動が改善されにくいことが示唆さ
れた。
　また，神山他（2016）においては，対象児本人にも
標的行動の選択機会が設定されており，対象の小学校
4年生と 6年生の児童は「親が自分を褒めてくれるこ

とで，目標の行動などをやろうという気持ちが強く
なった」と感想を述べていることを報告している。
　以上 2編の知見を踏まえると，子どもの行動に対し
て過剰にとらえてしまうような親は，獲得した養育行
動を遂行できていたとしても，機能していない可能性
があることが示された。さらに，親において行動の結
果に着目させることが有効とされていたことと同様
に，子どもにおいても自身の行動の結果に着目するこ
とが発達にともなって可能になることが示された。

考　　察

　本論考の結果から，親子の良循環的な相互作用を促
す PTの効果を左右する親側の具体的な個人差変数と
して，従来から指摘されているように PTの実施に
よって，親側の育児ストレスが低減したり，育児エ
フィカシーや育児ソーシャル・サポートが向上したり
する前提をもつ研究が少なくないことが示された。た
とえば，親自身の育児ストレスの減少（荻野・平・安
川，2018）や，育児エフィカシーの向上（坂本，
2015）によって，親子の良循環的な相互作用が安定し
たという知見から，親側の個人差変数の変容によっ
て，子どもにとって機能する養育行動の獲得が円滑に
可能になる親の状態像の存在があらためて明らかにさ
れたと考えられる。その一方，本論考では，適切な養
育行動の獲得を目指しているものの，実際には養育行
動の効果を測定していない研究も多く存在することも
明らかにされた。これらのことから，PTの実践にお
いては，適切な養育行動の直接的な獲得そのものに加
えて，普段であれば子どもと良循環的な相互作用をも
たらしている養育行動の継続的な遂行を不安定にさせ
る個人差変数に着目し，それらの変数そのものの変容
を目指した介入を行っていくことも必要であると考え
られる。
　さらに本論考では，従来はあまり重視されていな
かった，子どもの行動に対する認識やモニタリング能
力が養育行動の遂行に及ぼす影響を述べている研究も
みられた。たとえば，伊藤（2011）では，PTの実施
によって，親が養育行動の変化と子どもの行動の変化
を対応づけられるようになった可能性が指摘されてい
る。一方，久保・岩坂（2013）では，子どもの反応を
ネガティブにとらえやすい親は，養育態度が改善され
にくい可能性があることが指摘されている。これらの
ことを踏まえると，PTの実践においては，養育行動
の結果である子どもの行動を観察するもともとの力だ
けではなく，それをどのように認知するのかという観
点も踏まえるべきであると考えられる。
　しかしながら，PTの実施によって，介入場面で獲
得したスキルを実際の家庭場面で用いることが難し
かったり（たとえば，上野・野呂，2012），子どもの
反応に期待してしまうと，かえって育児ストレスが高
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まったり（伊藤，2011）などのように，個人差変数を
考慮する必要があると考えられる実践も多く見受けら
れた。
　このことは，従来の PTの限界として，PTにおけ
る「手続き」に着目するあまり，認知行動療法が重視
する「機能」の要素が相対的に見過ごされ，結局は養
育行動の「形態」の変容に重きが置かれてしまってい
た可能性があると考えられる。したがって，親子の良
循環的な相互作用を目指す際には，「機能的側面」に
あらためて焦点を当てる必要があると考えられる。
　このように PTにおいて親子の相互作用の「機能的
側面」に着目するという前提をもって考えると，養育
行動の結果である子どもの行動を親自身で予測して行
動できるかという結果を見る力（野口，2003），すな
わち「随伴性知覚」や育児に対する考え方や価値観で
ある「育児信念」（清水，2003）などの個人差変数が
大きく影響している可能性があると考えられる。
　PTにおいては，子どもの行動に対する認識やモニ
タリング能力だけではなく，得られた結果に合わせて
自身の行動を変化させられるかど うかという親子の相
互の随伴性に対する知覚が 機能的な養育行動の遂行に
影響を及ぼすと考えられる。たとえば，吉田・齋藤・
野中・嶋田（2018）は，育児ストレスが高い親でも，
「随伴性知覚」が高いと，機能的な養育行動を遂行で
きることを示唆していることから，育児ストレスの程
度のみだけではなく，親子相互の随伴性を適切に理解
できるようになることによって，機能的な養育行動が
遂行できるようになると解釈できる。
　さらに，PTによってたとえば，個人差変数の 1つ
である行動変容の知識が得られていたとしても，育児
信念が強いと実際の生活場面の随伴性に鈍感になりや
すくなり，機能的な親子の相互作用がモニタリングで
きない場合があると考えられる。したがって，親側の
「随伴性知覚」が高ければ，育児信念の程度にかかわ
らず，機能的な養育行動を遂行することが可能である
と考えられる。
　以上の観点を総合すると，今後の PTの実践におい
ては，従来から着目されてきた育児ストレスなどの個
人差変数の程度に加えて，「随伴性知覚」や「育児信
念」の程度を個別にアセスメントする必要があると考
えられる。特に「随伴性知覚」が低い親に対しては，
子どもの反応を観察させるだけでなく，親が子どもの
反応を適切にとらえて，それらに合わせて自身の行動
を適切に変容させるということを親に理解させること
によって，さらに機能的な養育行動の獲得，遂行を促
すことができると考えられる。近年では，親子の相互
作用に着目し，治療者が直接的に補助するという手続
きを取り入れた親子相互交流療法という子育て支援の
知見も蓄積されてきている（加茂，2018）。また，「育
児信念」が強い親に対しては，自身の考えに沿った行

動の結果である子どもの行動を適切に「随伴性知覚」
させることによって，実際にはどのような養育行動を
とることが機能的であるかを理解させることが必要で
あると考えられる。
　また，今後の PT実践においては新たに子ども側の
観点も十分に踏まえるべきであると考えられる。その
1つ目の観点として，親側と同様に子ども側の「随伴
性知覚」が考えられる。神山他（2016）において，小
学校高学年の子どもであれば，子ども側も親子の随伴
性への気づきが得られている可能性があることから，
親子それぞれの行動が，双方への強化子となり得るか
どうかも踏まえることによって，良循環的な親子の相
互作用ができると考えられる。
　また，2つ目の観点として，子ども側の「随伴性知
覚」における発達段階が考えられる。本論考では，子
どもの発達段階によって PTの実施内容を工夫してい
る研究は見受けられなかった。しかしながら，発達に
ともなって，子どもが自身の行動の結果を理解するこ
とができるようになり，さらに場面に合わせて適応的
な行動を遂行することが可能になることから，PTに
おいては親側の「随伴性知覚」だけではなく，子ども
側の「随伴性知覚」も考慮することによって，親子の
相互作用がさらに機能的になると考えられる。
　これらを踏まえると今後の PTの実践上の工夫点と
して，子ども側の発達障害種別に限らず，発達段階を
踏まえた認知行動的特徴に関するアセスメントを行う
ことによって，子ども側の特徴に合わせて機能しやす
い養育行動の獲得を親側に促すことができると考えら
れる。たとえば，発達段階が低い子どもであれば，
トークンエコノミーなどを使用して子どもに対する強
化子を随伴させることによって適応行動の定着を図
り，次第に子ども自身が自発的に適応行動を行うこと
が増えると考えられる。また，発達段階が高い子ども
であれば，選択すべき行動に対して，それにともなう
結果や場面に合わせて遂行するということができるよ
うになると考えられ，さらに子ども側がそのような適
応的な行動をとった理由をセラピストが親側にフィー
ドバックすることによって，親側の養育行動に対する
強化となり，親子の相互作用の良循環が生まれやすい
と考えられる。
　以上のことから，今後の PT実践においては，これ
まで重視されてきた個人差変数に加えて「随伴性知
覚」や「育児信念」という観点も踏まえて，親側と子
ども側双方の認知行動的特徴を丁寧にアセスメントす
ることによって，実際に選択した養育行動に随伴する
子どもの反応を確認するという，親子の相互作用の
「機能的側面」を最重要視した介入を行う必要がある
と考えられる。
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